
ファイル名:000_1_0202200102201.doc 更新日時:2009/09/29 18:48 印刷日時:10/01/27 11:11 

 

 

 

第69期 
自 平成20年11月１日

至 平成21年10月31日

 

小 林 産 業 株 式 会 社 
 

大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

 
E 0 2 5 7 0 



ファイル名:000_3_0202200102201.doc 更新日時:2009/09/29 18:49 印刷日時:10/01/27 11:11 

 

 

第69期（自平成20年11月１日 至平成21年10月31日) 
 

有 価 証 券 報 告 書 
 

 

１ 本書は金融商品取引法第24条第１項に基づく有価証券報告書を、同法第

27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し、提出

したデータに目次及び頁を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した有価証券報告書に添付された監査

報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した内部統制報告書・確認

書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

小 林 産 業 株 式 会 社 
 
 

 
 



ファイル名:000_4_0202200102201.doc 更新日時:2010/01/27 11:11 印刷日時:10/01/27 11:11 

目      次 

 

頁

第69期 有価証券報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………３ 

３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………４ 

４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………５ 

５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………５ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………６ 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………６ 

２ 【販売及び仕入の状況】…………………………………………………………………………８ 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………８ 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………９ 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………９ 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………９ 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………10 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………11 

１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………11 

２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………11 

３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………12 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………13 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………13 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………16 

３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………17 

４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………17 

５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………18 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………20 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………24 

１ 【連結財務諸表等】………………………………………………………………………………25 

２ 【財務諸表等】……………………………………………………………………………………55 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】……………………………………………………………………80 

第７ 【提出会社の参考情報】……………………………………………………………………………81 

１ 【提出会社の親会社等の情報】…………………………………………………………………81 

２ 【その他の参考情報】……………………………………………………………………………81 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………82 

 

監査報告書 

 

内部統制報告書 

 

確認書 

























































































































③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

第68期 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

第69期 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 2,712,335 2,712,335

当期末残高 2,712,335 2,712,335

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,209,520 1,209,520

当期末残高 1,209,520 1,209,520

その他資本剰余金   

前期末残高 518,626 518,626

当期末残高 518,626 518,626

資本剰余金合計   

前期末残高 1,728,146 1,728,146

当期末残高 1,728,146 1,728,146

利益剰余金   

その他利益剰余金   

圧縮記帳積立金   

前期末残高 455,449 450,247

当期変動額   

圧縮記帳積立金の取崩 △5,202 △4,863

当期変動額合計 △5,202 △4,863

当期末残高 450,247 445,383

別途積立金   

前期末残高 1,200,000 1,400,000

当期変動額   

別途積立金の積立 200,000 300,000

当期変動額合計 200,000 300,000

当期末残高 1,400,000 1,700,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 637,673 613,953

当期変動額   

剰余金の配当 △195,161 △167,268

当期純利益又は当期純損失（△） 366,239 △729,894

別途積立金の積立 △200,000 △300,000

圧縮記帳積立金の取崩 5,202 4,863

当期変動額合計 △23,719 △1,192,299

当期末残高 613,953 △578,346

利益剰余金合計   

前期末残高 2,293,123 2,464,200

当期変動額   

剰余金の配当 △195,161 △167,268

当期純利益又は当期純損失（△） 366,239 △729,894

別途積立金の積立 － －

圧縮記帳積立金の取崩 － －

当期変動額合計 171,077 △897,163

当期末残高 2,464,200 1,567,036

─ 60 ─



(単位：千円)

第68期 
(自 平成19年11月１日 
 至 平成20年10月31日) 

第69期 
(自 平成20年11月１日 
 至 平成21年10月31日) 

自己株式   

前期末残高 △23,409 △24,113

当期変動額   

自己株式の取得 △703 △342

当期変動額合計 △703 △342

当期末残高 △24,113 △24,455

株主資本合計   

前期末残高 6,710,195 6,880,569

当期変動額   

剰余金の配当 △195,161 △167,268

当期純利益又は当期純損失（△） 366,239 △729,894

自己株式の取得 △703 △342

当期変動額合計 170,373 △897,505

当期末残高 6,880,569 5,983,063

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 2,151,909 851,311

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,300,598 △216,636

当期変動額合計 △1,300,598 △216,636

当期末残高 851,311 634,675

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △5,378 △22,285

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16,907 21,015

当期変動額合計 △16,907 21,015

当期末残高 △22,285 △1,270

評価・換算差額等合計   

前期末残高 2,146,531 829,025

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,317,505 △195,620

当期変動額合計 △1,317,505 △195,620

当期末残高 829,025 633,405

純資産合計   

前期末残高 8,856,727 7,709,595

当期変動額   

剰余金の配当 △195,161 △167,268

当期純利益又は当期純損失（△） 366,239 △729,894

自己株式の取得 △703 △342

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,317,505 △195,620

当期変動額合計 △1,147,132 △1,093,125

当期末残高 7,709,595 6,616,469

─ 61 ─













































 

  

平成21年１月23日

小林産業株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小林産業株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成20年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

（追記情報） 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金につ

いて、従来支出時に費用処理していたが、当連結会計年度から内規に基づく連結会計年度末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の持分法適用会社であるオカコー四国株式会社につい

て、同社の親会社である岡部株式会社は平成20年12月16日開催の取締役会において、解散および清算す

ることを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

独立監査人の監査報告書
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   高 木   勇       ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  柳   承 煥       ㊞

 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 





 

  

平成22年１月29日

小林産業株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小林産業株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成21年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士   高 木   勇       ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  柳   承 煥       ㊞



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、小林産業株式会

社の平成21年10月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を

完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、小林産業株式会社が平成21年10月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 

  

平成21年１月23日

小林産業株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小林産業株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第68期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、小林産業株式会社の平成20年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

（追記情報） 

１．重要な会計方針に記載されているとおり、会社は役員退職慰労金について、従来支出時に費用処理して

いたが、当事業年度から内規に基づく事業年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に

変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の持分法適用会社であるオカコー四国株式会社につい

て、同社の親会社である岡部株式会社は平成20年12月16日開催の取締役会において、解散および清算す

ることを決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

独立監査人の監査報告書
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 木   勇       ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柳   承 煥       ㊞

 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 





 

  

平成22年１月29日

小林産業株式会社 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている小林産業株式会社の平成20年11月１日から平成21年10月31日までの第69期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、小林産業株式会社の平成21年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 

独立監査人の監査報告書
 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 木   勇       ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柳   承 煥       ㊞

 (※)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年１月29日 

【会社名】 小林産業株式会社 

【英訳名】 KOBAYASHI METALS LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  井 口 和 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項なし 

【本店の所在の場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【縦覧に供する場所】 当社名古屋支店 

  (愛知県清須市阿原北野１番地) 

 当社東京支店 

  (千葉県浦安市鉄鋼通り一丁目８番11号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



代表取締役社長である井口和郎は、財務報告に係る内部統制の整備、運用の責任を有している。 

その責任の遂行に当たり、当社は、企業会計審議会が公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査

の基準並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示

されている内部統制の基本的枠組みに準拠して、財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目

的を合理的な範囲で達成するものである。したがって、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の

記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度末日である平成21年10月31日を基準日として実施してお

り、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。

本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の

評価を実施した上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統

制の有効性に関する評価を行なった。 

財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当企業集団の財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点か

ら必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的および質的影響の重要性を

考慮して決定しており、当企業集団を対象として行った全社的な評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る

内部統制の評価範囲を合理的に決定した。 

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点を連結売上高の高い拠点から合算し、連

結売上高の概ね２／３に達している拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点において

は、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金および棚卸資産に至る業務プロセスを

評価の対象とした。さらに、選定した重要な事業拠点に関わらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲に

ついて、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを

財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。 

  

上記の評価手続きを実施した結果、平成21年10月31日現在の当社の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると判断した。 

  

該当事項なし 

  

該当事項なし 

  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年１月29日 

【会社名】 小林産業株式会社 

【英訳名】 KOBAYASHI METALS LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  井 口 和 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項なし 

【本店の所在の場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【縦覧に供する場所】 当社名古屋支店 

  (愛知県清須市阿原北野１番地) 

 当社東京支店 

  (千葉県浦安市鉄鋼通り一丁目８番11号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長井口和郎は、当社の第69期(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】



  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【事業年度】 第69期（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

【会社名】 小林産業株式会社 

【英訳名】 KOBAYASHI METALS LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  井 口 和 郎 

【本店の所在の場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【電話番号】 (06)6535―3690(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  松 井 直 樹 

【最寄りの連絡場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【電話番号】 (06)6535―3690(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  松 井 直 樹 

【縦覧に供する場所】 当社名古屋支店 

(愛知県清須市阿原北野１番地) 

当社東京支店 

(千葉県浦安市鉄鋼通り一丁目８番11号) 

株式会社大阪証券取引所 

(大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

    



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成22年１月29日に提出いたしました第69期（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日）有価

証券報告書に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

  

２ 【訂正事項】 

  

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は     を付して表示しております。 

  

第一部 企業情報 第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況 

  

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

５ 従業員の状況 (2) 提出会社の状況 

  

（訂正前） 

（注) ４ 前事業年度に比べ、従業員が27名減少しておりますが、この主な原因は、平成20年11月１日

付で、岡部株式会社へ12名転籍および平成21年８月１日付で９名出向したことによるもので

す。 

  

（訂正後） 

（注) ４ 前事業年度に比べ、従業員が27名減少しておりますが、この主な原因は、平成20年11月１日

付で岡部株式会社へ12名転籍、および平成21年８月１日付でコバックス株式会社へ９名出向

したことによるものです。 
  

第一部 企業情報 第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況 

    ５ 従業員の状況 

  第４ 提出会社の状況 ５ 役員の状況 

  第６ 提出会社の株式事務の概要 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容
所有割合
(％) 

被所有割合 
(％) 

(その他の関係会社)            

濱中ナット㈱ 兵庫県姫路市 25,000千円

ナ ッ ト、ボ ル
ト、座 金、熱
間鍛造部品等
の製造 

― 34.1 

当社が濱中ナット販売㈱を
通じて商品を仕入れてい
る。 
役員の兼任 １名 

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有)割合 

関係内容
所有割合
(％) 

被所有割合 
(％) 

(その他の関係会社)            

濱中ナット㈱ 兵庫県姫路市 25,000千円

ナ ッ ト、ボ ル
ト、座 金、熱
間鍛造部品等
の製造 

― 34.1 

当社が濱中ナット販売㈱を
通じて商品を仕入れてい
る。 
役員の兼任 ２名 



第４ 提出会社の状況 ５ 役員の状況 

  

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

（追加） 

（注）６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条２項に定め

る補欠監査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

（注）任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の

満了の時までであります。また、補欠監査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、平成22年10月期に

係る定時株主総会の開始の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

取締役 東京支店長 北 尾 卓 司 昭和26年４月30日生 

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 12
平成14年10月 名古屋支店長 

平成19年１月 取締役名古屋支店長 

平成19年５月 取締役東京支店長(現職) 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

取締役 大阪支店長 北 尾 卓 司 昭和26年４月30日生 

昭和50年４月 当社入社 

(注)２ 12

平成14年10月 名古屋支店長 

平成19年１月 取締役名古屋支店長 

平成19年５月 取締役東京支店長 

平成21年６月 取締役大阪支店長(現職) 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(千株) 

甲斐 治 昭和23年２月16日生 

昭和45年３月 当社入社

24 

平成13年１月 取締役営業本部長

平成17年２月 取締役購買部長

平成19年１月 取締役鋲螺部長

平成20年11月 取締役大阪支店長

平成21年４月 取締役営業本部経営企画部長

平成22年１月 工具販売担当部長(現職)



第６ 提出会社の株式事務の概要 

  

（訂正前） 

  

事業年度 11月１日から10月31日まで 

定時株主総会 １月 

基準日 10月31日 

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券、100株券及び100株未満の株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ４月30日、10月31日 

単元株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
  

大阪市中央区北浜二丁目２番21号 
中央三井信託銀行株式会社 大阪支店 

  株主名簿管理人 
  

東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
  

中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき200円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
  

大阪市中央区北浜二丁目２番21号 
中央三井信託銀行株式会社 大阪支店 

  株主名簿管理人 
  

東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
  

中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 
http://www.kobayashi-metals.co.jp 

株主に対する特典 なし 



（訂正後） 

  

  

以上

事業年度 11月１日から10月31日まで 

定時株主総会 １月 

基準日 10月31日 

剰余金の配当の基準日 ４月30日、10月31日 

単元株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
  

大阪市中央区北浜二丁目２番21号 
中央三井信託銀行株式会社 大阪支店 

  株主名簿管理人 
  

東京都港区芝三丁目33番１号 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
  

中央三井信託銀行株式会社 本店および全国各支店 
日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。 
http://www.kobayashi-metals.co.jp 

株主に対する特典 なし 



  

【表紙】   

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年２月26日 

【事業年度】 第69期（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

【会社名】 小林産業株式会社 

【英訳名】 KOBAYASHI METALS LIMITED 

【代表者の役職氏名】 取締役社長  井 口 和 郎 

【本店の所在の場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【電話番号】 (06)6535―3690(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  松 井 直 樹 

【最寄りの連絡場所】 大阪市西区南堀江二丁目７番４号 

【電話番号】 (06)6535―3690(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  松 井 直 樹 

【縦覧に供する場所】 当社名古屋支店 

(愛知県清須市阿原北野１番地) 

当社東京支店 

(千葉県浦安市鉄鋼通り一丁目８番11号) 

株式会社大阪証券取引所 

(大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

    



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成22年１月29日に提出いたしました第69期（自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日）有価

証券報告書に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第２  事業の状況  

７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

                     

３ 【訂正箇所】 

第一部 企業情報 

第２  事業の状況  

７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 

(1)財政状態および(2)経営成績は省略しております。 

訂正箇所は     を付して表示しております。 

  

（追加） 

(3) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、税金等調整前当期純損失701百万円を計上し、減損損失

1,076百万円、売上債権の減少額3,027百万円、仕入債務の減少額2,252百万円、短期借入金の返済による支

出600百万円がありましたが、前連結会計年度と比べ613百万円増加し、2,969百万円となりました。 

  

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、1,289百万円（前連結会計年度は990百万円の収入）となりました。前

連結会計年度と比べ299百万円増加しております。主な要因は、減損損失1,076百万円、売上債権の減少額

3,027百万円およびたな卸資産の減少額724百万円に対し、税金等調整前当期純損失701百万円、仕入債務の

減少額2,252百万円および法人税等318百万円の支出によるものであります 

  

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果得られた資金は、108百万円（前連結会計年度は110百万円の支出）となりました。前連

結会計年度と比べ218百万円増加しております。主な要因は、有形固定資産の取得による支出33百万円があ

りましたが、関係会社清算による収入138百万円によるものであります。 

  

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、779百万円（前連結会計年度は408百万円の支出）となりました。前連

結会計年度と比べ370百万円増加しております。主な要因は、短期借入金の返済による支出600百万円、配

当金の支払額167百万円によるものであります。 

  

  

以上
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